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� まとめ )�

� 緒言

海上交通では、航行船舶の輻輳化、高速化及び大

型化と、運航要員の少人数化が進んでいるため、航

行の安全確保と海上輸送効率の向上が重要な課題に

なっている。

一方、陸上交通では、大量の情報を高速で伝送する

!�（!�
�������� �	�
������0情報処理技術）を導入

して、物流の高速化及び効率化、グローバル化に対応

している。また、自動車交通では、!�"（!��	����	��

��������� "���	�0高度道路交通システム）を活用

した �"1（先進安全自動車：������	� "�
	�� 1	�


���	）、�2"#�������	� 2��
��� "���	�0自動運

転道路システム%等の技術開発を行い、交通の効率

化を推進している。3)4

海上交通の安全確保と海上輸送効率の向上に係わ

る課題を解決するには、船舶運航に�!"（���������

!�	���$������ "���	�0船舶自動識別装置）3*4等新し

い !�技術を導入し、海の !�"化による航行支援情

報の高度化を図る必要がある。

本調査では、海上交通の安全確保を目的として、

�!"を利用した「衝突・座礁回避システムの研究」

の開発目標を検討するため、まず海難事故の発生状

況を分析して、衝突・座礁事故の予防対策について

検討した。次に、操船作業の自動化の観点から船舶

運航で扱う情報を洗い出し、その利用動向と自動化

の可能性について調査した。さらに、衝突回避支援

システムを開発する上で重要な他船情報の収集自動

化の鍵となる�&'�（��������� &�5�& '�������

����0衝突予防援助装置）と �!"について実海域実

験を実施して、�!"の有効性を検証した。

� 海難事故の発生状況と予防対策

海難事故実態の分析に使用したデータは、海難審

判の現況（平成 )*年度版）3+4、狭水道における海

難の実態（海難審判庁）3�4から引用した。

海難事故発生件数の平成 .年度から平成 ))年度

における推移は、海難審判の現況（平成 )*年度版）

を基に、図�)に示した。

図� )0 海難事故の種類別発生件数

平成 ))年度の海難事故の発生件数（-�-*6件）は、

平成７年度（6��/6件）に対して **7減少して、年

平均では ,�,7減少する傾向が認められる。

全海難事故に占める船舶の操船に係わる乗揚げ

事故（)�+-�件：*8�-7）、衝突事故（単）（686件：

)*�*7）、衝突事故（.�8件：))�*7）は ��％あって、

高い比率で発生している。

このため、船舶の交通に係わる海難事故を予防す

るためには、乗揚げ事故、衝突事故（単）、衝突事

故等に対する航行支援対策が特に重要である。

以下、衝突事故、乗揚げ事故の発生状況を示した。
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��	 衝突事故の発生状況

ここでは、衝突事故時の発生状況を把握するため

に、衝突事故船の大きさ分布や当直者数、事故発生

時間等について検討した。

（１）事故発生原因と避航措置

海難審判の現況（平成)*年度版）によると、衝突海

難の原因（原因数：/))件）は「見張り不十分」：�.��7、

「航法不順守」：)/�,7、「信号不履行」： ))�87等の

操船判断に係わるヒューマンエラーが ..�/％ある。

見張り不十分と判定された被衝突事故船による相

手船の認識状況は、次の通りである。

・衝突直前まで相手船を認識していない船：-6�/7。

・相手船を視認していて、衝突判断の動静監視が

不十分であった船：+)7。

相手船を視認していて事故に至った理由を、次に

示した。

・ 安全に航過できると思った船：)8�67

・ 相手船が避けると思った船：��67

・ 相手船の動向を憶断した船：+�.7

・ 相手船の状態を誤認した船：*�.7

・ 魚群探査に気を取られた船：*�+7

・ 接近まで余裕があると思った船：*7

・ 避航措置を取ったので大丈夫と思った船：*7

さらに、狭水道における海難の実態（平成 )*年

度版）3�4を用いて、衝突事故船の船種別、避航措置

状況を図�*に示した。図�*からは、避航措置を取ら

ないで衝突した船（データ数：*66件）が、旅客船

（),件）・貨物船（)�,件）・油送船（).件）では約

+87、漁船 #--件%、レジャー船（*.件）等では約

687～)887と多いことが分かった。すなわち、衝突

事故船の多くは、衝突直前まで相手船を視認してい

ないか、衝突危険判断の動静監視を行っていない。

したがって、航行の安全を確保するためには、操

船者に、危険な船舶の接近に関する警報情報を確実

に伝達することが重要である。

（２）船種別分布

衝突事故船の船種別分布（データ数：*/*件）を

図�+に示した。

衝突事故の件数が高い船種は、貨物船（)�.隻：

,8�,％）、漁船（-6隻：*+�+％）、レジャー船（*.

隻：/�+％）である。

図� *0 衝突事故発生時の避航措置状況

図� +0 衝突事故船の船種別分布

（３）船の大きさ分布

衝突事故船の大きさ分布（データ数：�6+隻）を、

縦軸に事故船の頻度、横軸に船のトン数、鎖線では

船のトン数分布の累積頻度をとって、図��に示した。

衝突事故船の .,�,7は ,88トン未満の小型船で占

めていることが分かった。衝突事故要因としては、

次の理由が考えられる。

・ 操船支援機器の装備が不十分である。

・船橋当直者が少人数であるために、運航業務が

多忙で、見張りが十分にできていない。

このため、貨物船、漁船、レジャー船等の衝突事

故予防対策としては、他船の接近警報を、操船者に

確実に伝達する安価な装置の開発が挙げられる。
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図� �0 衝突事故船の大きさ分布

（４） 事故発生時の船橋当直者分布

衝突事故発生時の船橋当直者数の分布（データ数：

�--件）を図�,に示した。

図� ,0 衝突事故発生時の船橋当直者数

図�,中の衝突事故の -67は船橋当直者が )名の時

に発生している。１名当直の船は２名以上の当直船

より事故が多く発生しており、適切な対策を講じる

必要がある。

衝突事故を防止する安全対策としては、余裕を持っ

て見張りができる環境を整備する事と、見落とし等

のヒューマンエラーに対応した情報支援が有効であ

る。このためには、特に１名当直の場合、当直者の

操船作業を支援するために、操船作業の一部を支援

システムによって分担して、接近船舶に関する情報

支援を進める事が有用と思われる。

（５） 自動操舵装置の使用状況

一般に輻輳海域では自動操舵装置は使われないと

言われているが、衝突事故船（�.)隻）の自動操舵

装置の装備率は .*％（++/隻）で、自動操舵装置の

使用中の事故発生率は *6％（/69++/隻）である。

また、貨物船の場合は、/�％（*+/9*,+隻）が装備

していて、装備船の使用中の事故発生率は +8％で

ある。

衝突事故と自動操舵装置の関係は一概には言えな

いが、後で述べる乗揚げ事故の場合、居眠り事故発

生時の自動操舵装置の使用率が高くなっている。し

たがって、自動操舵装置を使用中の居眠りによる衝

突事故を防止する安全対策も検討する必要がある。

（６）事故の発生時刻

衝突事故の発生時刻分布（データ数：++.件）を

図�-に示した。

夜間（*8時から早朝 6時）における衝突事故の発

生件数（*))件）は、昼間（朝 6時から )/時）（)*-

件）より多く、全体の約 -*��％発生している。

夜間に事故が多発する原因としては、次のことが

考えられる。

・ 深夜から早朝の時間帯には、疲労又は眠気に

よって判断力が低下する。

・夜間は視認を中心とする船影と航行状況の把握

が困難である。

したがって、夜間の事故予防対策としては、日中

に行われる荷役等の作業負担の軽減、接近船警報の

確実な伝達、見張り時における暗視装置の利用等が

重要である。

図� -0 衝突事故の発生時刻分布

��� 乗り揚げ事故の発生状況

海難審判の現況（平成 )*年度版）によると乗り

揚げ事故（データ数：)-.件）の原因は、「居眠り」

（�-件：*.�,％）、「船位不確認」（+-件：*)�-％）、

「水路調査不十分」（)/件：))��％）、「指揮監督不適
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切」（)-件：/�-％）、「針路の選定・保持不良」（)/

件：))��％）である。

（１）船種分布

狭水道における海難の実態調査（平成 )*年度版）

のデータによると、乗り揚げ事故（データ数：)+/

件）は、貨物船（/)件：-,�,％）、油送船（)6件：

)*�/％）、また、衝突事故（単）（データ数：*-件）

は貨物船（)+件：,8％）、油送船（*件：.�.％）で、

貨物船が突出している。（図�.）

図� .0 乗り揚げ船の船種別分布

（２）居眠り事故の発生時刻

乗り揚げ事故の発生時刻分布（データ数：�.件）は、

8～*時：),�,7、*～�時：),�,7、�～-時：)+�+7、

-～*8 時：**��7、*8～** 時：)+�+7、**～*� 時：

*87で、深夜から早朝に掛けての時間帯に多発して

いる。

また、乗り揚げ事故船の .67は自動操舵装置を装

備している船で、海難事故発生時に自動操舵装置を

使用していたのは ,87となっている。さらに、居眠

り事故船の /.7が自動操舵装置を装備していて、自

動操舵装置を使用中の「居眠り」は約 6.7と高い発

生比率を示している。

自動操舵装置を使用時に居眠りが多い理由として

は、自動操舵装置に頼って、安心してしまい居眠り

が発生しているものと考えられる。

��
 衝突・乗り揚げ事故の予防対策

����� 衝突・乗り揚げ事故の発生原因

衝突・乗り揚げ事故の発生原因は、次の事項に集

約できる。

・衝突事故発生時の操船判断のヒューマンエラー

は、..�/7ある。

・居眠り事故は、自動操舵装置を使用時に多く発

生している。

・衝突及び乗り揚げ事故の原因は、接近船もしく

は陸岸や浅瀬等の初認の遅れと他船動向の判断

錯誤に起因する。

・衝突・乗り揚げ事故は、,88トン以下の貨物船

や漁船、レジャ－船等で多く発生している。

・船橋当直者が少ない深夜から早朝の時間帯に多

く発生する傾向がある。

����� 衝突・乗り揚げ事故の予防対策

航行安全対策上重要な支援技術は、次の事項に集

約できる。

#)%衝突予防援助技術の向上

・自船の近傍を航行する船舶を自動的に捕捉追尾

して、船橋当直者に他船情報を負担なく的確に

伝達する支援技術。

・当直者に陸岸・浅瀬等の存在と危険性を的確に

伝達する支援技術。

・ 危険回避判断の支援技術。

・判断の遅れが生じた時に必要最小限の安全を確

保するため、自動的に危険回避する支援技術。

・当直者が見張りに専念できるよう、操船作業の

一部を分担し、見張り作業以外の運航業務に通

信業務等の作業を自動化する支援技術。

・ 支援機器と負担なくやり取りできるヒューマ

ン・マシンインターフェース。

・夜間における見張り作業の負担を低減するため

の暗視装置による見張り支援技術。

#*%座礁予防支援技術の向上

・自船の近傍の電子海図情報や水深情報を当直者

に確実に負担なく伝達する支援技術。

・ 居眠り防止対策に係わる支援技術。

・ 自動航路保持支援技術。

・ 支援機器と負担なくやり取りできるヒューマ

ン・マシンインターフェース。

� 船舶運航情報の調査

船舶の安全かつ効率的な運航を実現するためには、

運航業務で利用する情報の全容と航行支援に係わる
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情報を把握して、操船支援システムの高度化を図る

必要がある。

ここでは、運航時に利用する情報について調査を

行った。


�	 運航時に利用する情報

通常の船舶運航では、図�6で示すように、船舶情

報や運航管理情報、海上交通管制情報、及び、自然

環境情報を取り扱っている。

� � � � �

図� 60 海上交通に関わる運航情報

����� 運航管理情報

運航計画や積付計画等の運航管理情報は、従来、

文書のやり取り、電話、ファックス等で交換されて

いた。

今日では図�/で示すように、衛星通信を利用した

直接通信やインターネットの利用技術の実現により、

運航情報のオンライン化が進み運航状態のモニタリ

ング 3,4や効率的な配船を可能とするシステムの実

用化が検討されている。

�

図� /0 運航管理情報

����� 海域情報

現在、海域情報としては、海上交通センターからの

情報 3-4と :;5""#:����� ;������	 5����	�� ���

"�
	�� "���	� %情報 3.4が挙げられる。

（１） 海上交通センター情報

海上交通センターでは、放送、12� 無線、電話

等を利用して、表�)のような情報サービスを行って

いる。現在、これらの操作は当直航海士が担当して

いるが、少人数化した船橋では当直者の作業負担が

大きいため、こうした情報の電子化を進め、海上交

通センターとの間で自動的に交信を行い、操船者の

情報処理負担を軽減する必要がある。

（２） :;5""情報

:;5""は、大きく分けて遭難救助用システムと

海上安全情報システムで構成されていて、主に操船

判断では後者の情報が利用されている。この海上安

全情報としては、航行警報、海上気象情報などが有

り、ナブテックス放送又はインマルサットを通じて

各種情報を得ることができる。こうした情報は専用

の受信機によりプリントアウトされて、当直者がそ

れを読んで利用している。また、現在ナブテックス

情報を電子情報として受け取り、内容を解析して操

船支援情報として利用するための検討も進められて

いる。

����� 自然環境情報

自然環境情報には、気象・海象情報と、地形や潮

流の情報を提供する海図情報がある。

（１） 気象・海象情報

気象・海象情報 364の取得は、従来、出航前の長

期予報の取得やナブテックス放送、または、ラジオ

放送から人間が直接得ていたが、近年、船舶電話や

衛星通信の普及に伴い、現状から数日後分の詳細予

報を ��<及び電子化されたデータとして民間の気

象予報サービス会社から、直接得られるようになっ

た。こうしたデータは、船上で利用されるのみなら

ず、運航会社等の陸上支援施設で解析処理されて送

られるシステムの構築も進められており、こうした

情報の収集と解析の自動化が進んでいる。

（２） 海図情報

海図情報は、海上保安庁指導の基に整備されて、

紙の海図として広く利用されている。航海中はこう

した紙海図に船位をプロットして航海状況や座礁の

危険判断を行っている。また、最近では海図情報の

-

海上交通管制情報
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船舶

操船者
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表� )0 海上交通センター情報

情報項目 内容

定時放送 海難状況、航路航行制限状況、巨大船の航路入航予定、管制信号

通航船舶現況、漁船群の操業状況

臨時放送 海難発生状況、航路航行制限状況

情報信号 電光板表示信号

個別情報（船舶 船位、他船動静、漁船群の操業状況、気象・海象、管制信号

からの問合）

特別情報（船舶 衝突・危険の注意喚起、航法是正のための注意喚起、

呼び出し提供） 危険海域への侵入・接近の注意喚起

航路情報 他船動静、漁船群の操業状況、気象・海象、工事作業等管制信号

航路管制 船舶名称、総トン数、船長、仕向港及びバース名、航路入航時間

（航路通報事項） 対象船：巨大船：全長 *88�以上、)万トン以上の船舶、+千総トン以上の船舶

航路帯標識情報 航路帯標識灯火、電波灯台等のビーコン波位置情報

電子化が進み、電子海図として整備されており、衛

星航法装置 #:'"%の情報を基に船位を決定し、そ

の情報をグラフィカルに表示する電子海図表示シス

テム（=>5!"）が普及しつつある。

����� 船舶情報

船舶情報の検討は、自船情報と他船情報について

行った。

（１） 自船情報

自船の状態量情報項目と代表的な航海機器及び情

報表示内容を表�*に示した。なお、:'"の誤差は

5:'"の値である。

自船の速力や針路等の状態量は、従来それぞれの

情報項目に対応した航海機器を用いて測定して表示

されている。これらの値は、操船者が必要とした時、

数値データとして常時得ることができる。

従来、船舶間の相対距離、船舶の位置、速度等の

情報には、次のような精度上の問題があった。

・ レーダで得られる捕捉物標までの相対距離の

分解能は、レーダパルス幅に依存して、約 +8～

),8�の距離誤差がある。

・ 船舶の位置測定で用いられるロランの精度は、

再現誤差が大きい。

・ ログで得られる速度は、対水速度である。

しかし、近年、5:'"#5�(	�	����� :����� '����

������� "���	�%の基準局網が整備された他、:'"の

"�#"	�	����	 ������������%が解除されたため、5:'"

の測位精度が向上して、船位と対地速力の情報精度

が向上した。

（２） 他船情報

他船情報は、衝突危険船の検出と避航操船判断を

行う上で重要性が高い。また、航行の安全性確保の

観点からは他船の位置・針路・速力といった状態量

を精度良く観測することが重要である。

しかし、従来、他船の情報は目視と &�5�& 9

�&'�で収集してきたが、他船動向情報の追従特性

と他船情報の精度が低く、システムに取り込み難い

という２つの問題があった。

*88*年７月からは、�!"（船舶自動式別装置）が段

階的に導入されようとしている。&�5�& 9 �&'�

や�!"は、今後予想される操船支援システムの他船

に関する情報源として、併用することになる。


�� 他船情報の実態

他船情報の情報源である&�5�& 9 �&'�や�!"

は、今後予想される操船支援システムの重要な位置

を占めるため、それぞれの特徴を把握して使用する

必要がある。そこで、実海域実験結果により検証を

行った。

.



表� *0 自船情報

種類 収集表示機器 収集方法 表示方法 備考

船位 :'"等衛星航法装置 自動 簡易地図表示　数値情報 緯度経度の数値出力

誤差：約 +�#5:'"%

ロラン等電波航法装置 自動 簡易地図表示、数値情報 再現誤差：約 )88�

（ロラン >の場合）

針路 コンパス 自動 羅針盤 針路数値出力

移動方向 :'"等衛星航法装置 自動 簡易ベクトル表示、数値情報 移動方向数値出力

速力 船速計 自動 船速計、数値情報 対水速度数値出力

:'"等衛星航法装置 自動 数値情報 対地速度数値出力

舵角 舵角表示器 自動 舵角表示器 舵角数値出力

推力関係指示値 プロペラ回転数及び 自動 プロペラ回転数及び プロペラ回転数及び

ピッチ角表示器 ピッチ角表示器 ピッチ角数値出力

回頭速度 コンパス 自動 数値

表� +0 他船情報

種類 収集表示機器 収集方法 表示方法 備考

船位 &�5�&9�&'� 自動 簡易地図表示 数値情報については、

手動（対象船の捕捉） 数値情報 捕捉追尾された船のみ

�!" 自動 簡易地図表示 緯度経度の数値出力

数値情報 （�!"装備船のみ）

針路 �!" 自動 簡易地図表示 針路の数値出力

数値情報 （�!"装備船のみ）

移動方向 &�5�&9�&'� 画像より推定又は、 数値情報 数値情報については、

手動（対象船の捕捉） ベクトル表示 捕捉された船のみ

�!" 自動 数値情報 移動方向の数値出力

ベクトル表示 （�!"装備船のみ）

速力 &�5�&9�&'� 画像より推定又は、 数値情報 速力については、

手動（対象船の捕捉） ベクトル表示 捕捉追尾船のみ

�!" 自動 数値情報 対地速力の数値出力

ベクトル表示 （�!"装備船のみ）

回頭角速度 &�5�&9�&'� ベクトルの動き

　により推定

�!" 自動 数値情報 回頭速度の数値出力

シンボル表示 （�!"装備船のみ）

6



����� ����情報

�&'�（��������� &���� '������� ����：衝突予

防援助装置）は、航行船舶の安全を確保するために

重要な他船情報を提供する支援システムである。し

かし、�&'�で得られる他船情報の捕捉追尾性能と

他船運動に対する追従特性が悪いため、輻輳海域に

おいては捕捉追尾時に乗り移り現象や追従誤差が発

生するので、�&'�が有効に活用されていない問題

がある。

ここでは、実態調査の�&'�データを用いて�&'�

情報の問題点を調べた。

（１） &�5�& 9 �&'�の性能特性 3/4

方位誤差は、レーダアンテナの長さ：Ｄ #�%、波

長：λ #�%とすると、ビーム幅：φ #�	�%は、φ＝

.8λ9Ｄであり、一般的な船舶レーダの場合、)～*

度である。距離誤差は、船舶レーダの送信パルス幅

が 8�*～)μ �	�であるので、+8�～),8�となる。

（２）�&'�データの実海域調査

�&'�データの捕捉追尾時の過渡特性と、乗り移

り現象の解析では、銀河丸（航海訓練所・練習船）

に搭載している �&'� で収集した実船調査データ

3)843))4を使用して、検討した。

（３）�&'�データの捕捉追尾時の追従特性

�&'� で捕捉追尾した目標の相対航跡と �&'�

出力データの時刻歴を図�)8に示した。図�)8は上か

ら順に、他船の方位、相対距離、速度、針路、最接近

距離（>'�）、最接近時間（�>'�）を示している。

相手船の相対距離と方位の変動誤差は小さいが、

捕捉追尾後の速力、針路、>'�の変動誤差は大きい

ことが分かった。

さらに、自船と他船が直針して航行していた時

の捕捉追尾後の�&'�データ（速力、針路、>'�、

�>'�）の追従特性を図�))に示した。図�))からは、

次のことが分かった。

・ �&'�のベクトルは、捕捉追尾後約 +8秒して

から表示されるが、捕捉追尾初期には誤差が大

きく、安定な表示値に落ち着くまでには約１か

ら +分間の経過時間が必要である。

・捕捉追尾が安定した状態においても、自船や相

手船が変針及び変速した場合には他船情報が不

安定になって、安定した情報が得られるまでに

は分単位の追従時間が必要である。

図� )80 �&'�データの時刻歴

・ 他船運動に対する追従誤差は、自船や他船の

変針及び変速動作時に大きくなるので、避航操

船判断時に精度の高い情報が得られない問題が

ある。

したがって、操船支援システムの高度化を図るた

めには、�&'� の捕捉追尾時の追従性能を改善し

て、相手船の状態量を正確にリアルタイムで入手す

ることが重要である。

（４）捕捉追尾船の乗り移り現象

�&'� 上の他船の捕捉追尾目標がレーダ電波の

海面反射点に乗り移って、自船の周りを回った時の

相対航跡図と、�&'�デ�タ（相対方位、距離、速

度、針路、自船の針路）の時刻歴を図�)*に例示し

た。図�)*の場合、自船は直進していたが、�&'�

画面上では他船（�点）が途中（相対方位：約 ++8

度）で海面反射波に乗り移った後に、海面反射を物
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図� ))0 捕捉追尾時の過渡特性

標と誤って捕捉追尾して、捕捉追尾地点が自船の周

りを回って、 点で捕捉追尾が中断している。

図�)*では、自船の近傍を航行する時に、海面反

射波を船舶目標と間違えて捕捉追尾する現象が発生

している。すなわち、実際に航行している他船目標

に対する捕捉追尾を途中で中断して、海面反射波を

他船と間違えて捕捉追尾しているために、警報が発

生して、操船者を困惑させる事態が発生していた。

図� )*0 捕捉追尾時の乗り移り現象

次に、捕捉追尾船の乗り移り現象の発生距離分布

を図�)+に示した。図�)+は、横軸に乗り移り現象発

生時の相対距離、縦軸に乗り移り船隻数を示してい

る。また、累積頻度分布（実線）は相対距離の近地

点を )88として正規化している。

本調査の捕捉追尾船の乗り移り現象は、自船から

*��以内の距離で発生する傾向がある。また、海象

状態にも左右されるが、相対距離が約 )�+��より近

傍で増加して、8�6��以内ではさらに高い頻度で発

生していることが分かった。

図� )+0 乗り移り現象の発生距離分布

（５）�&'�情報の問題点

�&'�の他船情報は、自船及び他船の相対位置情

報 #一次情報%を�&'�内部で処理して、相対位置、

針路、速力、�>'�#最接近までの時間%、5>'�#最

接近点での船間距離%といった２次情報に加工して

用いられているが、航行支援の必要性が高い狭水道

や輻輳海域において、次の原因で有効に活用されて

いない問題がある。

・ �&'�の速度や針路情報は、レーダでセンシ

ングした他船目標を捕捉追尾して、過去数分間

の平均移動量から外挿して求めているために、

情報の時間遅れと、捕捉追尾初期と変針変速時

に誤差が大きくなる。

・捕捉追尾時の乗り移り現象の発生頻度は、自船

の近傍海域を航行する船舶や変針動作時に高く

なる。

・�&'�の自動捕捉追尾機能は、あらかじめ設定

した捕捉領域を航行する船舶を最大 �8隻まで

処理する能力がある。しかし、輻輳海域では、

最大捕捉隻数を越えてしまうために、通常の航

海では、目標船舶の捕捉追尾・解除・ロスト船へ

の対応等の煩雑な作業を手動操作で行っている。
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����� ��	情報

�!"（船舶自動識別装置）は、表��に示すような

識別符号（船名）、位置、針路及び船速などの現況を

自動的に 12�で送受信する。また、この他に、通

信文等の情報もリアルタイムで自動的に周りの船舶

と交信できる。

このため、�!"を用いた船舶間の情報交換は衝突

回避に役立つと考えられる。さらに、1�"（1	��	�

���Æ� "	����	：船舶通行業務）においては、危険回

避などの航行支援情報を正確に提供できるものとし

て期待されている。

�!"本体は、�5;�（���	 5������� ;������	 ���

�	��：時分割多元接続方式）送受信機で構成されて

いて、毎分約 *888隻強の報告を処理する能力があ

る。また、"?@�"条約では国際航路に従事する +88

トン以上の船及び国内においては ,88トン以上の船

に搭載が義務付けられている。

�!"の情報更新間隔は、表�,に示している様に、

航行状態によって変化するので、針路変更時にも正

確な情報を取得することができる。

すなわち、�!"の他船情報は、精度の高い電子情

報として、操船支援システムに自動的に入力できる

ので、現在、開発が進められている衝突回避支援シ

ステムには必要不可欠である。

（１）�!"情報の実海域調査 3)*4

従来、操船支援装置では、他船情報の収集に&�5�&

9 �&'�を利用してきたが、今後、操船支援装置で

は �&'�と �!"を併用しながら、�!"の利用を広

めていく必要があり、それぞれの情報特性を把握し

て、利用することが重要である。

*88)年 -月時点までは !;?基準に完全に適合し

た�!"は、日本では入手できなかったが、スウェー

デン "�� 社と日本無線（株）で開発されて入手可

能となったので �!"の実海域実験を行った。

実海域実験は、東京商船大学、海上技術安全研究

所及び日本無線（株）が共同で、この *社の�!"を

用いて、計 +局の実験局（東京商船大学内に陸上局

として )局、船舶局として東京商船大学の練習船「汐

路丸」及び「おおたか」にそれぞれ )局）を開設し、

�!"の基本機能確認のため実施した。

本報告では、�!"の他船情報の追従特性と情報精

度について報告する。

他船の動作状態に対する情報の追従特性の比較実

験は、「汐路丸」の&�5�& 9 �&'�と�!"を使用

して、�!"を搭載する「おおたか」を捕捉追尾して

実施した。

（２）他船の位置情報特性

�!"で得られた相手船の位置情報に対する�&'�

から得られた位置情報の差を図�)�に示した。�&'�

の位置情報の最大誤差は、約 )�8�であることが分

かった。

次に、自船の位置を原点として他船の航跡図を図�

),に示した。

図� )�0 他船の位置情報特性

図� ),0 他船の相対航跡

�&'�と�!"の位置情報は一致しているが、�&'�

データの他船位置情報の表示値が階段状になってい

る。この理由としては、�&'�では通常、物標映像

の平均位置を求めて他船の位置情報を低い桁まで算
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表� �0 �!"で交信する他船情報

情報項目 情報種類 内　容

静的情報 コールサイン 12�通信コールサイン -��� �">!! -文字

船舶識別番号 ;;!"（海上移動業務識別）番号、!;?番号

船名 英文 -��� �">!! *8文字

船長 船舶長

船種、積載物 所定コードにより指定

:'"アンテナ位置 船首、船尾、右舷及び左舷からの距離

動的情報 航行状態 投錨、航行中、制限運航状態等

船舶位置 緯度・経度

対地速度 ノット

対地針路 度

船首方位 度

位置精度 誤差 )8�以上9以下

回頭角速度 度9分

航海関係情報 喫水 �

貨物種類

目的港と到着予定時刻 -��� �">!! *8文字

航海計画（通過地点） 英文 -��� �">!! ),8文字

安全関係通信文 英文 -��� �">!! ),8文字

表� ,0 �!"情報交信間隔

情報種類 船の状態 更新間隔

静的情報 -分または要請の都度

動的情報 停泊もしくは錨泊中で、+ノット以上で動かない。 +分

停泊もしくは錨泊中で、+ノット以上で動く。 )8秒

8から )�ノットまでで航行する船舶。 )8秒

8から )�ノットまでで航行する変針中の船舶。 +・)9+秒

)�から *+ノットまでで航行する船舶。 -秒

)�から *+ノットまでで航行する変針中の船舶。 *秒

*+ノット以上で航行する船舶。 *秒

航海関係情報 -分または要請の都度

)*



出しているが、実験時の �&'�位置情報の分解能

は 8�)��（約 )6,ｍ）としたためである。

（３）他船の捕捉追尾特性

�&'� 情報と �!"情報の捕捉追尾時の相対航跡

図を図�)-に示した。図�)-は、「汐路丸」から左舷

8�*��離した所を、「おおたか」に、追い越しても

らった時の相対航跡図である。

�&'�では相手船が自船の近傍に接近し、自船前

方約 )88�の位置でロスト（捕捉追尾中断）して捕

捉追尾が途切れた。次に、再度捕捉する事により自

船より約 *,8�の位置で追尾が回復したが、�!"で

はその間も常に正しい情報を受信することができ、

�!"では捕捉情報が中断してしまうことが無いこと

を確認した。

図� )-0 他船の捕捉追尾特性

（４）他船の速度情報追従特性

「おおたか」が針路をほぼ一定に保って、変速し

た場合の �!"と �&'�上の他船「おおたか」の情

報の追従特性の比較実験例を図�).に示した。図�).

の �%図は船速の時系列、�%図は方位の時系列であ

る。なお、図�).の○印が �&'�からの信号、□印

が「汐路丸」で受信した�!"情報、△印が陸上局で

受信した�!"情報を示している。また、図�).の �%

図の�&'�情報は対水速度、�!"情報は対地速度を

プロットしている。さらに、�%図では、�&'�及び

�!"から得られた針路及び船首方位をプロットして

いる。ここで船首方位は、電子ジャイロで計測した

船首方位を �!"情報として送られてきた値である。

図�).の �）図からは、�!"情報では速度の変化を

*8秒後に正確に伝えているが、�&'�情報では約

)88秒遅れて出力している事が分かった。

したがって、�!"情報は、�&'�情報より他船の

速度変化に対して追従特性が良いことが確認できた。

ａ） 速度情報特性

ｂ） 針路情報特性

図� ).0 他船の速度情報追従特性

（５）他船の針路情報追従特性

「おおたか」が速度を一定に保って、針路を *+8

度から *�,度に変針した時の �!"と �&'�の他船

針路情報の実験例を図�)6に示した。

�!"の針路情報は、最大± ,度程度のばらつきは

あるが、変針後約 )8秒遅れで *�,度へ変針したこと

を伝えている。一方、�&'�の情報は、*�,度へ変

針してから、)*8秒遅れて出力している。したがっ

て、�!"情報は、他船の針路変化に対して、追従特

性が良いことが確認できた。

（６）�!"情報の有効性

�!"情報は、�&'�情報に比較して、次の点で有

効であることが分かった。
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ａ） 速度情報特性

ｂ） 針路情報特性

図� )60 他船の針路情報追従特性

・ �!"情報は、�&'�情報に比べて、他船運動

の変化に対する追従特性が速い。

・�!"情報は、自動的に安定した情報が得られる

が、�&'�で情報を得るためには他船の捕捉追

尾作業が必要な他、船舶のレーダ反射波信号は

海面反射波や船舶反射波信号の劣化によって、

情報が欠落して、捕捉追尾が中断する。

さらに、実験データを解析した結果、表�+で示す

ように、従来の &�5�& 9 �&'�データの問題点

は、�!"データで置き換えることによって、克服で

きる事がわかった。また、�!"では�&'�で得るこ

とができなかった他船の船舶長や目的航路及び避航

意思等の情報も得ることができるので、他船動向を

高精度で推定できる可能性が示された。

このため、「衝突・座礁回避システム」等の他船

情報として、�!"情報を有効に活用できることが分

かった。

一方、�!"は、少数の船が持っていても、その利

点は少なく、その有効性を最大限に引き出すために

は、できるだけ多くの船が�!"を搭載して、全ての

船と情報交換ができるようにしなければならない。

しかし、!;?が規定した �!"が全船舶に搭載され

るまでには時間を必要とする。このために、�!"の

低価格化と共に、使い易く便利な利用方法を検討し

て、�!"の普及を図ることが重要である。

さらに、安全性の確保の観点からすると、�!"を持

たない船の情報は得られないため、こうした船に対

して、正確な他船情報を入手する対策が重要である。

� まとめ

本報告では、海難事故の実態を分析して、事故予

防対策を示した。次に、操船支援機器等への利用を

想定して、運航利用情報を調査した。また、操船支

援システムの機能向上に必要な入力情報となる �!"

情報と �&'� 情報の実海域実験を行って、�!"情

報の有効性を確認した。調査の結果は、次の通りで

ある。

・ 衝突・座礁事故は、海難事故の大きな割合を

占めており、それを回避するために必要な開発

要素としては、他船情報の自動収集、衝突・座

礁の危険判断及び危険の自動回避機能が挙げら

れた。

・�!"情報は、他船情報に係わる捕捉追尾性能と

精度及び他船の航行状態の変化に対する追従時

間特性が優れている。

したがって、�!"情報は、「衝突・座礁事故」を回

避するために必要な操船支援情報の自動収集化と精

度向上に寄与するので、操船支援装置の入力情報と

して有効に活用できることを確認した。

今後は、以上の調査結果を基に、�!"、�&'�等

の航海機器情報を有機的に組み合わせて、航行安全

の向上に役立つ「衝突・座礁」回避システムを開発

する。
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